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The dissipated amounts of rare metals (Au, Ag, B, Ba, Cr, In, Ni, Pb, Sb, Sn, Sr, Ta, Zn and Zr) in WEEE (Cathode Ray
Tube TV, liquidcrystal display TV, plasma display panel TV, refrigerator, air conditioner, washing machine, microwave oven
and cleaner) have been estimated. For the estimation, the number of WEEE was also estimated using the population balance
model. The composition of the WEEE were examined by interviews and the measurement using energy dispersive Xray diffrac-
tometer. The estimated amounts of the dissipation were evaluated by both the ratio of the dissipation to domestic demand and the
weight amount of the dissipation by ``total materials requirement'' (TMR).
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1. 緒 言

我が国では「特定家庭用機器再商品化法」(家電リサイク

ル法)が 2001 年 4 月 1 日に施行され，家電製品のリサイク

ルが本格的に始まった1)．この法律に対応するため，家電

メーカーは家電リサイクル工場を建設し，またそれに伴うリ

サイクル技術を向上させることで，高いリサイクル率の達成

に至っている．例えば，家電リサイクル法施行 3 年後の

2003 年，約 1050 万台の廃家電製品(テレビ，冷蔵庫，エア

コン，洗濯機)が 380 カ所の指定取引所で回収され，その

99.8がベースメタルにリサイクルされている．さらに，リ

サイクル率はテレビで 78，冷蔵庫で 63，エアコンで

81，洗濯機で 65が達成されており，それらは法で定め

られた値よりも高い値となっている2)．

しかしながら，現在のシュレッダーを用いたリサイクル法

ではほとんどのレアメタルはリサイクルされたベースメタル

中に消失(拡散)するという問題が起きている．例えば，Cr

を含むフェライト系ステンレス鋼は，磁性を有するために他

の鉄基材料と磁選によって選別することができず， 終的に

は大量の純鉄で希釈されて普通鋼として利用される．このこ

とは，ステンレス鋼のダウングレードリサイクルだけでなく，

Cr の普通鋼中への「拡散」を意味している．同様のダウン

グレードリサイクルや拡散は他の材料や元素種，特にレアメ

タルについても発生しているのが現状である．

一般的に，レアメタルは希薄に存在しており，そのため精

製にはベースメタルと高いコスト，エネルギー，材料を必要

とする．さらに，それらは偏在していることが多いために，

供給不足が起こりやすく，レアメタル市場は世界的規模で変

動しやすい．そのためこれらの金属の管理は，資源サイクル

と戦略的資源利用の観点から，特に資源に乏しい日本にとっ

ては重要である．事実，いくつかのレアメタルについては，

安定供給を確保するため独立行政法人 石油天然ガス・金属

鉱物資源機構(JOGMEC)により国家備蓄が進められてい

る．しかし，そこで対象となっているレアメタルは 7 種類

(Ni, Cr, W, Co, Mo, Mn, V)に過ぎないのが現状である．

以上のような状況から，従来，廃家電製品中に拡散してい

たレアメタルをリサイクルもしくはリユースすることは効果
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Table 1 The classification of the components for the home
electric appliances.

Matrix Details

Iron Pure iron, coated steel, plated steel, PVCsteel, etc.

Copper Pure copper, brass, bronze, CuBeCo, conducting wire,
etc.

Aluminium Pure aluminium, AlCu, Mn, Mg, Sn, Zn alloys, conduct-
ing wire, etc.

Other alloys Mg alloys, Pb alloys (excluding PCB), Zn alloys, mag-
nets, bond magnets, etc.

Glass Electric glass (CRT panel), lead glass (CRT funnel and
CRT neck), LCD glass, PDP glass, etc.

Plastic Polyethylene, polypropylene, polystyrene and foamed
polyurethane, etc.

PCB Surface mounted components, leadfree solder, solder,
paper/phenol, paper/epoxy, etc.

Gas Chlorofluorocarbon, etc.

Others Rubber, ceramics, fibre, grease, etc.

Polyvinyl chloride, Printed Circuit Board

Table 2 Average composition for each element.

Elements Containing materials (mass)

Ag Brazing alloy (3), leadfree solder (3)

B Bond magnets (1, )

Ba CRT panel (3.8), CRT funnel (0.12), CRT neck
(0.12), PDP glass (3.8), bond magnet (3.7)

Cr Stainless steel (18)

In Transparent electrode (1 g per 15 inch)

Ni Stainless steel (8)

Pb CRT panel (0.28), CRT funnel (14.7), CRT neck
(14.7), PDP glass (0.28), solder (40)

Sb CRT panel (0.33)

Sn Solder (60) and leadfree solder (96)

Sr Ferrite magnet (8.3, ), CRT panel (5.5), CRT funnel
(0.29), CRT neck (0.29)

Ta Capacitor, 

Zn Plated steel (20 g/m2), ZnAlCu alloy (94)

Zr CRT panel (1.4), PDP glass (1.4)

based on literatures9,10,13), interview or familiar composition, based
on measured value
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的な解決策の一つとなりうる．そのため，その拡散量を把握

することは重要である．さらに，その拡散によるインパクト

を国内需要や資源消費などの観点から評価することは，効果

的なリサイクル計画を構築する上で重要なものとなりうる．

しかし，我々が調べる限り，家電製品の廃棄に伴い拡散する

レアメタルを評価している研究はわずかであるのが現状3,4)

である．以上より，本研究の目的は国内の家電製品の廃棄に

伴うレアメタルの潜在的な拡散量を見積もり，それが国内需

要や環境に与えるインパクトを評価することとする．

2. 研 究 方 法

2.1 対象とするレアメタルと廃家電製品

本研究では，分析対象として Au, Ag, B, Ba, Cr, In, Ni,

Pb, Sb, Sn, Sr, Ta, Zn, Zr のレアメタルおよび Fe, Al, Cu の

ベースメタルを選択した．また，CRT テレビ(9 種)，液晶

テレビ(4 種)，プラズマテレビ(5 種)，冷蔵庫(7 種)，エア

コン(9 種)，洗濯機(6 種)，電子レンジ(6 種)，掃除機(6

種)を家電製品として選択した．家電製品の廃棄台数推定に

ついては，著者5)が田崎ら6)による方法を基に報告してい

る．以下では，推定法の要点について簡単に説明する．

廃棄台数推定はポピュレーションバランスモデル7)を用い

て行った．すなわち，ある製品のある年度 t における国内出

荷量(Pt)と国内廃棄台数(Wt)の差は，(t1)年度から t 年度

における国内保有台数の増加に等しい．

Pt－Wt＝Nt－N(t1) ( 1 )

ここで，N(t1) と Nt はそれぞれ(t1)年度，t 年度における

国内保有台数を意味している．Nt は国内世帯数8)と世帯あた

りの保有台数9)の積から決定でき，また将来値についてはロ

ジスティック近似を用いて推定した．廃棄台数については，

ここの製品の寿命関数より推測した．また，CRT テレビに

ついては，新製品(液晶テレビとプラズマテレビ)への代替を

考慮した．

2.2 家電製品の組成分析

1997 年と 2002 年における家電製品の平均重量と構成材

料については，家電製品協会へのヒアリング調査によって得

ることができた．本研究では，前者を 2001 年以前の家電製

品の代表組成とし，後者を 2002 年以降の代表組成とした．

得られたデータは大まかな構成材料を基に大きく 9 つに分

類されており，それを Table 1 に示す．

レアメタルのほとんどは合金または複合材料として使用さ

れているため，含有量の推定はそれらの組成を考慮して行っ

た．CRT ガラス(ネック，パネル，ファンネル)の組成は稲

野らの報告値10)を用いた．ボンドマグネットはエネルギー

分散型 X 線分析装置(EDX)を用いて分析し，Ba, Fe, B につ

いて濃度を得た．タンタルコンデンサ中の Ta 濃度について

は，国内における全コンデンサ中のタンタルコンデンサの割

合11)，タンタルコンデンサ中の平均 Ta 濃度12)，実測したプ

リント基板中の平均コンデンサ個数から決定した．基板上の

Au, Ag, Pd の量については，日本メタル経済研究所の分析

値を用いた13)．ただし Pd は家電製品には含まれていないこ

とが分かった．他の構成材料の組成については，ヒアリング

調査や合金の代表組成から決定した．例えば，2002 年の家

電データで見られた鉛フリーはんだについては，Sn3.0

massAg0.5 massCu と仮定した．Sb といったプラスチ

ックに含まれる難燃材料は本研究では無視した．上記のよう

に推測した組成を Table 2 に示す．

3. 結 果

Fig. 1 に既報5)において推定した家電製品の廃棄台数を示

す．エアコン，掃除機，冷蔵庫，洗濯機および電子レンジの

廃棄台数はほぼ一定値，もしくは微増を示している．これは

それらの機器の保有台数がほぼ飽和に近い状態にあるためと

考えられる．また，CRT テレビの廃棄台数は減少するもの
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Fig. 1 The estimated number of WEEE5).

Fig. 2 The dissipated amounts of Ba, Cr Ni, Pb, Sr and Zn
from WEEE.

Fig. 3 The dissipated amounts of Sn, Zr and Sb from WEEE.

Fig. 4 The dissipated amounts of P, Ag, B, Ta and In from
WEEE.
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の，代替効果により液晶テレビとプラズマテレビの廃棄台数

が増加していることが分かる．

廃家電製品に含まれるレアメタルの推算値を Fig. 2(Ba,

Cr, Ni, Pb, Sr, Zn)，Fig. 3(Sb, Sn, Zr)および Fig. 4(Ag, B,

In, Ta)に示す．ここで，同様にして推算した Fe, Cu および

Al の含有量はそれぞれ年間 550000, 90000 および 50000 ト

ンで，これらのほとんどはベースメタルとしてリサイクルさ

れていると考えられる．一方，上記のレアメタルは Cr, Ni,

Zn など一部の金属を除いてほとんどが家電製品のリサイク

ルに伴い拡散していると考えられる．Cr, Ni は洗濯機のステ

ンレス槽については手解体などで回収され，Zn はメッキ鋼

板をリサイクルする際のダストから一部回収されているた

め，本研究の「拡散」の定義には当てはまらないが，図や以

下の説明では便宜上拡散と呼称する．

2005 年から 2015 年にかけて，In, Sn, Ag の廃棄量は増加

傾向を示している．In 廃棄量の増加は液晶テレビやプラズ

マテレビ用透明電極の需要増加によるものであり，Sn や Ag

の廃棄量増加は鉛フリーはんだの使用量増加が原因と考えら

れる．一方，Pb, Sb, Zr, Ba，および Sr の廃棄量は減少傾向

を示している．これは CRT ガラスの減少が原因と考えるこ

とができる．

Cr, Ni, Zn の拡散量がほぼ一定値であるのは，Cr や Ni の

ステンレス鋼への添加，また Zn の真鍮や亜鉛メッキ鋼板と



590

Fig. 5 The ratio of the dissipation to domestic demand (DDD)
in 200415).
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しての利用は確立された方法で他に変わる材料がないため供

給量が一定で，それに伴い廃棄量も一定になっていると考え

られる．しかし，上述のように Ni, Cr および Zn のリサイク

ルシステムは部分的に確立されており14)，図中の値全てが

拡散しているわけではないことに注意しなければならない．

一方，それら以外の B, Ba, In, Pb, Sb, Sn, Sr, Ta, Zr のリサ

イクルはほとんど実行されていないのが現状である．

Ag や Sn の拡散量に関して，RoHS 指令などの対策のた

め近年鉛フリーはんだの使用量は増加傾向にあるため，

2002 年の組成に基づいて得られた値は過小評価されている

可能性がある．現在，日本においては従来の鉛含有はんだの

ほとんどはコストの問題からリサイクルされていないが，近

い将来，高価な Ag が含まれていることから鉛フリーはんだ

の回収が促進される可能性がある．

In については，すでに述べたように，液晶テレビやプラ

ズマテレビの普及に伴い拡散量は年を追うごとに増加するこ

とがわかる．図には 2015 年までの推計値しか示していない

が，さらなる計算により 2025 年にその拡散量は年間 35 ト

ンに達することがわかった．さらに，液晶テレビやプラズマ

テレビの画面サイズは年々向上しているため，実際には推計

値より大きな拡散量になるものと考えられる．現在，透明電

極からの In をリサイクルする技術は開発中であり，大規模

リサイクル工場に適応できる技術の開発が望まれている．

4. 考 察

4.1 国内需要を基準とした拡散量評価

本節では，ある年度における拡散量を国内需要量で除して

百分率で表すことで，「国内需要比拡散率」(the ratio of the

Dissipation to Domestic Demand, DDD)を定義した．本研究

では，2004 年度における国内需要量を基準とした15)．ただ

し，Sn に関しては 2001 年度の値を用いた．国内需要比拡

散率が大きくなるほど資源効率が低いと見なすことができ，

対象とする元素のリサイクルの重要性が高くなる．

Fig. 5 に推算した国内需要比拡散量を示す．図における，

``average'', ``maximum'', ``minimum'' はそれぞれ 2005 年か

ら 2015 年における国内需要比拡散率の平均値， 大値，

小値を意味する．図から，Ag, B, Cr, Ni, Pb, Zn の国内需要

比拡散率はたかだか 2程度である一方，Ba, Sr および Zr

の国内需要比拡散率は 15～25という高い値を示している

ことが分かる．このことは，Ba, Sr, Zr のリサイクルの優先

順位が高いことを示唆している．ただし，Ba, Sr, Zr につい

ては，CRT テレビの需要減少により過大評価されている可

能性がある．しかし，例えば，Sr について 2000 年の需要量

(2004 年の 152)15)を用いて国内需要比拡散率を再計算し

ても， 初の結果と同様に対象とした元素の中で 大値を示

した．Ba や Zr についても同様の結果となった．

また，これら 3 つのレアメタルに関しては 大値と 小

値の差が大きいことが分かる．これは CRT テレビの廃棄台

数が減少していることが反映されているためである．以前の

日本では，CRT テレビは水平リサイクルされており，そこ

に含まれるレアメタルの拡散量はそれほど大きなものでなか

った．しかし，現在，CRT テレビの国内需要は大幅に減少

しており(既報5)によると 2011 年に需要はほぼ 0 台と推算さ

れる)，将来，国内で水平リサイクルすることは困難となる．

2004 年 5 月以降，リン化合物を取り除いたものに限るとい

う条件の下，CRT ガラスの輸出はバーゼル国内法の規制か

ら解かれ，海外における水平リサイクルの可能性の道が開け

た．しかし，これは海外への資源の流出を意味しており，日

本における資源リスクという観点から考えると， 高の解決

策とは言い難い．以上より，CRT ガラスからのレアメタ

ル，特に Sr, Ba, Zr のリサイクル技術の喫緊な開発が重要に

なると考えられる．

さらに，フェライト磁石の成分としての Sr と Ba につい

ても，現在リサイクルされていないことに注意すべきである．

CRT ガラスを除き，Sr 約 700 トン，Ba 150 トンが年間拡

散している．ここで，前者の Sr の値は 2004 年の Sr 系フェ

ライト磁石需要の約 15にもなる．したがって，フェライ

ト磁石の回収，リユース，リサイクルもまた望ましいと考え

られる．

4.2 環境への統合的な影響を考慮した拡散量評価

環境への統合的な影響を考慮した拡散量評価を行うため，

関与物質総量(Total Materials Requirement, TMR)を重みづ

け因子として用いた．関与物質総量はある材料を生産するた

めに必要な直接的および間接的なマテリアル投入量だけでな

く，ズリや岩石といった隠れたマテリアルフローを含んだ指

標である16,17)．関与物質総量の推算は原田ら3,18)により行わ

れており，本研究で用いた値を Table 3 に示す．Ba につい

てはデータがなかったため，同族元素である Sr の関与物質

総量(500 ton/ton)と以下の関係式18)を用いて，460(ton/

ton)と仮定した．

関与物質総量∝(地殻中の濃度)－2/3 ( 2 )

ここで，Ba と Sr の地殻中の濃度はそれぞれ 425 ppm, 375

ppm である19)．
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Table 3 TMR of Ag, B, Ba, Cr, In, Ni, Pb, Sb, Sn, Sr, Ta, Zn
and Zr3,16).

Element TMR (ton/ton)

Ag 4800

B 140

Ba 460

Cr 26

In 4500

Ni 260

Pb 28

Sb 42

Sn 81

Sr 500

Ta 6800

Zn 36

Zr 550

Fig. 6 The amount of the dissipation weighted by TMR.
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本節では，各レアメタルの拡散量を関与物質総量によって

重みづけし，それを 2005 年から 2015 年まで合計したもの

を「関与物質総拡散量」として定義した．関与物質総拡散量

は，値が大きいほど直接的，間接的，および隠れたマテリア

ルフローが大きくなり，リサイクルの重要性が大きくなるこ

とを意味している．

Fig. 6 に各レアメタルの関与物質総拡散量を示す．図から

分かるように，Sr, Ba および Au の関与物質総拡散量はそれ

ぞれ 3800 万トン，1700 万トン，1400 万トンと極端に大き

な値を示している．Sr の持つインパクトは Fe(関与物質総

量は 8(ton/ton))480 万トンがリサイクルされずに消失する

ときのインパクトに相当し，これは日本における年間粗鋼生

産量の約 4にも値する．廃家電製品という限られた製品群

から拡散するレアメタルが，環境に対して非常に大きいイン

パクトを持つことに注目すべきである．以上より，廃棄

CRT ガラス中の Sr および Ba の有効利用，および基板上の

Au の積極的な回収が促進されるべきと考えられる．一方，

関与物質総量が小さいにもかかわらず，Ni, Pb, Cr, Zn は比

較的大きい関与物質総拡散量を示している．これは，それら

のレアメタルの拡散量の絶対量が非常に大きいことが原因で

ある．

国内需要比拡散率および関与物質総拡散量の 2 つの評価

結果より，廃家電製品から特に Sr, Ba, Au を含む構成材料

を中心としてリサイクル，またはリユースするような取り組

みが必要と考えられる．

5. 結 言

本研究では，家電製品に含まれるレアメタル(Ag, B, Ba,

Cr, In, Ni, Pb, Sb, Sn, Sr, Ta, Zn, Zr)の拡散量を 2005 年か

ら 2015 年にかけて推定した．In, Sn, Ag の拡散量は増加傾

向を示す一方，Pb, Sb, Zr, Ba, Sr は減少傾向を示した．

2004 年の国内需要を基準とした拡散量の比率を「国内需要

比拡散率」と定義して評価したところ，Ba, Sr，および Zr

は平均 15～25と高い値を示した．一方，Ag, B, Cr, Ni,

Pb, Zn についてはたかだか 2程度であった．関与物質総量

(TMR)で重みづけすることで定義した「関与物質総拡散量」

を用いて評価を行ったところ，Sr, Ba および Au がそれぞれ

3800 万トン，1700 万トンおよび 1400 万トンと高い値を示

した．2 つの評価手法により，廃家電製品に含まれるレアメ

タルの内，特に Sr, Ba, Au のリサイクルに取り組むことが

課題であることが分かった．

本研究は環境省による廃棄物処理等科学研究費補助金(課

題番号K1810(2007)，研究代表者橋本征二，研究課題

名物質ストック勘定体系の構築とその適用による廃棄物・

資源管理戦略研究)により研究を行った成果である．
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